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申 入 書
平成２０年１月２３日

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西 御中

内閣総理大臣認定適格消費者団体

特定非営利活動法人京都消費者契約ネットワーク

理事長 野 々 山 宏

（京都産業大学法科大学院教授・弁護士）

（連絡先）

〒６０４－０８４７

京都市中京区烏丸通二条下ル秋野々町５２９番地

ヒロセビル５階

TEL 075-211-5920 / FAX 075-251-1003

当ＮＰＯ法人は，不特定かつ多数の消費者の利益の擁護を図ることを目的として，消

費者，消費生活相談員，学者，司法書士及び弁護士らで構成し，２００７年１２月２

５日に消費者契約法１３条の内閣総理大臣の認定を受けた適格消費者団体です。

当ＮＰＯ法人は，貴社が携帯電話に関する未成年者との契約にあたっての，契約締

結の基準や法定代理人の同意の取得方法について検討しましたので，その検討結果を

基に，貴社に対し，下記のとおり申し入れます。なお，この申し入れは，消費者契約

法１２条あるいは４１条１項に基づく請求ないし申し入れでなく，消費者団体の活動

としての申し入れであることを，念のため申し添えます。

つきましては，本申し入れに対する貴社の対応について本書到達後２週間以内に文

書でご回答ください。回答の有無及び回答内容は公表する場合があることを申し添え

ます。

第１ 申し入れの趣旨

１ 未成年者が親権者の同意を得て契約当事者となることが出来る年齢を１８歳

以上とし，１８歳未満の未成年者はたとえ親権者の同意があっても契約当事者と

はなれないとするよう求める。

２ 未成年者が契約者となる場合における親権者の同意は，契約者と同席又は来店

してもらって行うことを原則とするよう求める。親権者が契約者と遠隔地に居住

しているなどやむを得ない場合には，例外として同席又は来店を伴わず書面によ
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って同意を得ることもあり得るが，その場合でも電話確認を行うよう求める。

３ 契約締結後において，法定代理人である親権者からの契約内容の変更（解約，通

信の停止，利用内容の変更など）の申出に対して，速やかにこれを承諾して対応

するよう求める。

４ 貴社が親権者の同席・来店・電話確認などの確認を尽くしたうえでも発見でき

なかった場合は別として，未成年者が，実際はなかった親権者の同意を作出して

契約した場合において，それを発見した親権者からの未成年者取消を認めるべき

である。これを詐術（民法 21 条）として取消を認めない取り扱いは止めるよう

求める。

第２ 申し入れの理由

１ 未成年者の携帯電話の利用については，犯罪やいじめのきっかけや手段にされ

たり，利用料が予想外に高額になるなどの問題点が指摘されている。携帯電話利

用の未成年者の契約において法定代理人の同意を得る手続について，法定代理人

の意思確認が十分でなく，法定代理人の知らない間に未成年者の携帯電話に関す

る契約が締結されている相談が寄せられ，これらの相談においては法定代理人の

意思確認手続だけでなく，実際には同意がないことが判明した後の対処に対して

も苦情がある。

未成年者への携帯電話への普及割合は増加しており，これら未成年者の携帯電

話の契約や利用については，法定代理人である親権者のコントロール権の確保が

図られる必要がある。

２ 未成年者の利用する携帯電話に関する利用契約は未成年者を契約者とする必要

性はない。親権者のコントロール権の確保のためには，親権者を契約者として，携

帯電話の利用を未成年者とすることが適切である。携帯電話の契約内容や料金体

系の複雑さや高額になりがちな利用料金からすれば，判断能力や経済的能力が劣

っている１８歳未満の未成年者が契約当事者となることは，たとえ親権者の同意

があったとしても適切ではない。

貴社は１２歳以上であれば契約当事者として認めている。しかしながら，中学

生や高校生が携帯電話利用契約に対する判断能力や料金の支払い能力が十分にあ

るとは到底考えられないところである。契約当事者としては，契約に関する判断

能力や経済的能力が比較的高くなると考えられる１８歳以上として，１８歳未満

は親権者を契約当事者として契約をするべきである。

３ 未成年者の契約における親権者の同意取得の貴社の事務処理は，親権者の同席

を求めておらず本人確認も書面のみである。電話確認も行っていない。事後確認

をはがきによって行っているだけであり，親権者の真意を確認するには極めて不
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十分である。

親権者の同意の有無がトラブルの原因となることがあること，親権者が契約内

容を把握する必要があることからすれば，未成年者が契約者となる場合における

親権者の同意は，契約者と同席又は来店してもらって行うことを原則として，本

人確認と契約内容の説明を実施すべきである。また，親権者が契約者と遠隔地に

居住しているなどやむを得ない場合には，例外として書面によって同意を得るこ

ともあり得るが，その場合でも親権者に対して電話確認を行って同意の真意を確

認すべきである。

４ 未成年者を当事者とする契約が締結された後であっても，親権者の判断で解

約，通信の停止，利用内容の変更などの契約内容の変更を行う必要がある場合が

ある。親権者は法定代理人であり，親権者のコントロール権の確保のためにも，親

権者単独の契約変更の申し入れが円滑に行われるよう事務手続きを徹底された

い。実際の苦情の中では，親権者の本人確認を極めて厳格に行い，未成年者本人

の同意がない限り変更を認めない店舗が存在している。

５ 未成年者が，実際はなかった親権者の同意を作出して契約した場合におい

て，事後確認のはがきなどによって，それを発見した親権者から未成年者取消を

求めても，貴社はこれを未成年の詐術（民法 21 条）として取消を認めない取り

扱いがされている。しかしながら，親権者の同意の有無の確認は，事後的なはが

きだけでは不十分であるうえに，そのような取り扱いは事後確認はがきの意味が

没却されてしまう。親権者の同意は未成年者保護の中核であり，同意の有無は確

実に行う必要がある。不十分な同意確認しか行わなかったにもかかわらず，親権

者の事後的な取消に対して，詐術を理由にこれを認めない取り扱いは不適切であ

る。貴社が親権者の同席・来店・電話確認などの確認を尽くしたうえでも発見で

きなかった場合は別として，未成年者が，実際はなかった親権者の同意を作出し

て契約した場合において，それを発見した親権者からの未成年者取消を認めるべ

きである。これを詐術（民法 21 条）として取消を認めない取り扱いは止めるよ

う求めるものである。

以上


